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1 回目であり、2011 年 6 月には、第 2 回実態調査
の結果が公表されている。それによれば、2010
年 6 月末時点で、無料低額宿泊施設は、施設が




調査は施設数 21、入所者 1221 人であったが、
2011 年は施設数 29、入所者 1451 人となってい
る。入所者のうち 60 代以上が 54%、3 年以上の








2　社会福祉法第 67 条第 1 項には、「1　経営者の名称及び主たる事務所の所在地」「2　事業の種類及び内容」「3　条
例、定款その他の基本約款」とある。

















エス・エスが活動を開始したのは、1998 年 2 月































象徴的には、2009 年 3 月 19 日の群馬県渋川市
の NPO 法人彩経会が運営する老人ホーム「たま



























































































































































NPO 法人ふるさとの会（2014）は、2014 年 12







































そ こ で、 参 照 し た い の が 高 齢 者 住 宅 財 団
（2017a）である 10。NPO 法人ふるさとの会（2014）
の継続調査ともいえる内容で、自立支援法の改正













































も 2017 年 5 月 11 日から「社会保障審議会 生活
困窮者自立支援及び生活保護部会」において、法
改正に向けた動きが実質化している。同部会は、





















































13　『朝日新聞』2017 年 12 月 12 日「無料低額宿泊所に法規制　『貧困ビジネス』を排除へ」によると「厚労省は法
律で施設の質に関する最低基準を設け、下回る場合は業者を調査したり行政指導をしたりした上で、事業改善命令
や業務停止命令を出せるようにする。一方、自立支援に積極的に取り組む施設には財政支援をする。」とのことであ
る。その後、2019 年 1 月末時点で、結論は出ていない。

































































































































































































































































































































＊ 本研究は、JSPS 科研費 16K17276 の助成を受けたも
のです。
＊ なお、本稿の脱稿は 2018 年の法改正以前である。
